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Ⅰ．経済同友会の主張

消費税は、予定通り ８％、10％への引上げを粛々と進めるべきである。

【持続的な経済成長のために】

① 消費税の引上げは長年議論されてきた課題であり、漸く「税制抜本改革法」
が成立。我が国の極めて厳しい財政事情の下、引上げは確実に実施すべき。

② プライマリーバランス目標達成は国際公約。消費税の引上げなくして達成なし。

③ 目標達成に向け、１０％でも足りないことは内閣府の試算等、あらゆるところで
指摘されている。そうした中では１０％の早期実現は必須。

④ １０％に引上げたとしても、引き続き国際的に見て最低水準。

⑤ 裁量的支出を強化し、経済成長に大きく資するためには歳入の早期拡大が必要。

①



【引上げを見送るリスクについて】

⑥景気弾力条項を発動する程、足下の経済情勢は決して悪くない。

⑦引上げについて民間は相当程度覚悟が出来ており、それを織り込んだ経済行動
を行っている。

⑧株･債券等の市場は引上げを織り込んでおり､前言を覆すことは大きな混乱を呼ぶ｡

⑨引上げを見送った場合、我が国の国際的な信認が失われ、株、債券等へ悪影響。
特に長期金利の暴騰が懸念され、企業活動、金融システム、財政に大きな打撃。

【将来の問題解決に向けた糸口として】

⑩社会保障と税の一体改革の視点からも、消費税の早期引上げが必須。

⑪引上げの見送りは、将来世代へのツケを更に拡大する。

⑫我が国は国際的に見て直接税の比率が高く、消費税引上げによって直間比率を
是正し、税収の安定化に寄与。
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Ⅱ．消費税引上げによる国民生活や経済活動への影響と求められる対応

【景気見通し】

☑ 消費税の引上げによっても、

経済成長率はプラスを維持し、腰折れは回避される見込み。

（経済成長率見通し）

日本銀行 【実質】 2013年度…2.8％、2014年度… 1.3％

内閣府 【実質】 2013年度…2.8％、2014年度… 1.0％

【名目】 2013年度…2.6％、2014年度… 3.1％

⇒ 成長戦略の着実な実行を通じ、経済のプラス成長をより確実なものにする。

⇒ 仮に、大きな腰折れが起こった場合は、財政政策の実施について早期に検討
を行う。

プラスを維持
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【低所得者対策】

☑ 消費税の持つ逆進性から、低所得者への影響は相対的に大きくなる。

⇒ 一時金の支給（過去の消費増税時

も実施）等、適切な激変緩和措置

が必要。

ただし、少なくとも１０％までは

単一税率を維持すべき。

（資料）時事通信社

過去の消費税導入・引き上げ時の低所得者対策
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Ⅲ．経済の現状認識 （1997年との比較）

☑ いずれの立場に立ったとしても、

97年と現在は大きく環境が変化しており、

消費増税は待ったなしの情勢にある。

－公的負債は倍増⇒ 財政再建が急務

－民間負債及び銀行の不良債権減少

⇒ 外的ショックへの耐性高まる

☑ 前回の消費増税（97年）については、

増税がその後の景気腰折れの主因かどうかが活発に議論された。

（主因でないとの立場）
－ 民間消費は、97年4-6月期は反動減が見られるも、7-9月には拡大

－ アジア通貨危機、金融システム不安が影響 （98年1-3月期に設備投資は急減）

（主因であるとの立場）
－ 民間消費の7-9月期の成長は、前年96年7-9月の数字が悪かったことが要因

－ 住宅関連の数字は落ち続けていた

前回の
消費増税時

⇒ 現在

公的負債
472兆円
（96年度）

×
1086兆円
（12年度）

民間負債
605兆円
（96年度）

○
401兆円
（12年度）

全国銀行の
不良債権額

21.8兆円
（96年度末）

○
11.5兆円
（11年度末）

（出所）日本経済新聞（2013.8.9）をもとに作成

主な経済指標の比較
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